
その他
1,079万円
0.1 ％

使用料及び手数料
1,175万円 
0.2％ 

繰入金
9,334万円 
1.3 ％

諸収入
1億2,405万円 
1.8 ％繰越金

2億4,222万円 
3.5％ 

村税
2億9,463万円 
4.3 ％

寄付金
5億347万円 
7.3 ％

地方譲与税等
1億5,283万円 
2.2％ 

村債
2億1,698万円 
3.1 ％

国庫支出金
3億4,762万円 
5.0 ％

県支出金
15億2,439万円 
22.0 ％

地方交付税
33億9,302万円 
49.1％ 

地方交付税
33億9,302万円 
49.1％ 

歳入
69億1,510万円69億1,510万円

依存財源
56億3,484万円（81.5％）
依存財源
56億3,484万円（81.5％）

自主財源
12億8,026万円 （18.5％）
自主財源
12億8,026万円 （18.5％）

その他
1億291万円
1.8%

議会費
8,292万円
1.4%

土木費
1億2,037万円
2.1%

消防費
1億5,401万円
2.7%

衛生費
3億922万円
5.4%

災害復旧費
3億3,823万円
5.8%

農林水産業費
3億3,955万円 
5.9%

公債費
4億9,510万円 
8.6%

労働費
6億572万円 
10.5% 教育費

7億3,395万円 
12.7%

民生費
11億1,388万円 
19.3%

総務費
13億7,523万円 
23.8%

目的別
歳出

57億7,109万円57億7,109万円

普通建設事業費・災害復旧事業費
7億1,948万円
12.5%

普通建設事業費・災害復旧事業費
7億1,948万円
12.5%維持補修費

3,862万円
0.6%

維持補修費
3,862万円
0.6%

投資及び出資金・貸付金
3,993万円
0.7%

投資及び出資金・貸付金
3,993万円
0.7%

繰出金
4億551万円
7.0%

繰出金
4億551万円
7.0%

補助費等
5億6,455万円
9.8%

補助費等
5億6,455万円
9.8%

積立金
9億724万円
15.7%

積立金
9億724万円
15.7%

物件費
12億3,732万円
21.4%

物件費
12億3,732万円
21.4%

公債費
4億9,510万円
8.6%

公債費
4億9,510万円
8.6%

扶助費
6億2,648万円
10.9%

扶助費
6億2,648万円
10.9%

人件費
7億3,686万円
12.8%

人件費
7億3,686万円
12.8%

57億7,109万円57億7,109万円

性質別
歳出

投資的経費
7億1,948万円
（12.5％）

投資的経費
7億1,948万円
（12.5％）

その他の経費
31億9,317万円
（55.2％）

その他の経費
31億9,317万円
（55.2％）

義務的経費
18億5,844万円
（32.3％）

義務的経費
18億5,844万円
（32.3％）

平成24年10月号平成24年10月号 45

平成23年度村の平成23年度各会計決算がまとまり、
９月議会定例会で承認されました。昨年度
の村財政の動きと、一般会計の主な内容等
をお知らせします（金額は端数処理をし、万
円単位にしています）。

【
財
政
用
語
の
解
説
】

自
主
財
源

　

地
方
公
共
団
体
が
自
主
的
に
収
入
で
き
る

財
源
で
、
村
税
等
が
該
当
し
ま
す
。
自
主
財

源
の
そ
の
他
は
、
分
担
金
及
び
負
担
金
、
使

用
料
、
手
数
料
、
財
産
収
入
、
繰
入
金
、
繰

越
金
、
諸
収
入
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

依
存
財
源

　

国
庫
支
出
金
の
よ
う
に
、
国
や
県
の
意
思

に
よ
り
定
め
ら
れ
た
額
を
交
付
さ
れ
た
り
、

割
り
当
て
ら
れ
た
り
す
る
収
入
で
す
。
依
存

財
源
に
は
、
地
方
交
付
税
、
国
庫
支
出
金
、

県
支
出
金
、
地
方
債
な
ど
が
含
ま
れ
ま
す
。

目
的
別
歳
出

　

歳
出
を
行
政
目
的
に
よ
っ
て
分
類
し
た

も
の
で
、
村
の
予
算
区
分
で
す
。

性
質
別
歳
出

　

性
質
別
と
は
、
歳
出
を
経
済
的
性
質
に

よ
っ
て
分
類
し
た
も
の
で
す
。

経
常
収
支
比
率

　

そ
の
団
体
の
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
は
か

る
比
率
と
し
て
使
わ
れ
ま
す
。
こ
の
比
率
は
、

一
般
的
に
は
都
市
で
は
75
％
、
町
村
で
は

70
％
程
度
が
適
当
と
考
え
ら
れ
、
そ
れ
ぞ
れ

５
％
を
超
え
る
と
そ
の
地
方
公
共
団
体
は
弾

力
性
を
失
い
つ
つ
あ
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

起
債
制
限
比
率

　

自
治
体
の
収
入
に
対
す
る
借
金
返
済
の
負

担
を
示
す
も
の
で
、
総
務
省
が
地
方
債
の
発

行
を
許
可
す
る
際
の
基
準
と
な
り
ま
す
。

20
％
を
超
す
と
総
務
省
が
起
債
を
制
限
し

ま
す
。
低
い
ほ
ど
政
策
的
に
使
え
る
お
金
が

多
く
な
り
ま
す
。

地
方
交
付
税

　

所
得
税
な
ど
国
税
の
一
定
の
割
合
を
、
全

国
の
市
町
村
の
実
情
に
応
じ
て
国
か
ら
配
分

さ
れ
る
交
付
金
で
す
。

村　
税

　

村
民
か
ら
直
接
村
に
納
入
さ
れ
る
税
金

（
村
民
税
、
固
定
資
産
税
、
軽
自
動
車
税
、

た
ば
こ
税
、
特
別
土
地
保
有
税
）で
す
。

国
庫
支
出
金

　

分
野
ご
と
に
一
定
の
補
助
率
で
国
か
ら

交
付
さ
れ
る
助
成
金
で
す
。

県
支
出
金

　

分
野
ご
と
に
一
定
の
補
助
率
で
県
か
ら

交
付
さ
れ
る
助
成
金
で
す
。

繰
入
金

　

基
金
（
村
の
貯
金
）
や
他
の
会
計
か
ら
繰

り
入
れ
ら
れ
る
お
金
で
す
。

財
産
収
入

　

村
の
有
す
る
財
産
（
公
有
財
産
、
物
品
、

債
権
、
基
金
）
に
係
る
貸
付
や
交
換
ま
た

は
売
払
い
に
よ
る
現
金
収
入
で
す
。

諸
収
入

　

他
の
科
目
に
含
ま
れ
な
い
収
入
を
ま
と

め
た
も
の
（
延
滞
金
、
加
算
金
お
よ
び
過

料
、
貸
付
金
元
利
収
入
、
受
託
事
業
収
入

な
ど
）で
す
。

村　
債

　

村
が
事
業
を
行
う
場
合
に
、
国
な
ど
か

ら
借
り
る
お
金
で
す
。
期
間
を
定
め
て
返

済
し
ま
す
。

一
般
会
計
は
、歳
入
69
億
１
５
１
０
万
円

歳
出
57
億
７
１
０
９
万
円

 

歳
入
歳
出
総
計

　

歳
入
総
額
69
億
１
５
１
０
万
円
、
歳

出
総
額
57
億
７
１
０
９
万
円
で
、
差
し

引
き
11
億
４
４
０
１
万
円
の
黒
字
決

算
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
を
前
年
度
と

比
べ
る
と
、
歳
入
が
18
億
１
９
９
３
万

円
（
35
・
７
％
）
の
増
額
、
歳
出
も

10
億
６
８
１
５
万
円
（
22
・
７
％
）
の
増

額
で
す
。

村
税

　

地
方
税
法
に
よ
る
課
税
免
除
・
減
免

に
よ
り
２
億
９
４
６
３
万
円
で
、
前
年

度
に
比
べ
２
億
３
３
３
５
万
円
（
△
44
・

２
％
）
の
減
で
す
。
村
税
全
体
の
徴
収

率
は
現
年
度
課
税
分
が
94
・
８
％
で
前

年
度
を
０
・
８
ポ
イ
ン
ト
上
回
っ
た
も
の

の
、
全
体
で
は
82
・
９
％
で
前
年
度
を

４
・
２
ポ
イ
ン
ト
下
回
っ
て
い
ま
す
。

自
主
財
源

　

12
億
８
０
２
６
万
円
で
、
歳
入
全

体
の
18
・
５
％
、
前
年
度
に
比
べ
て

２
億
３
９
７
０
万
円
（
23
・
０
％
）
の
増

と
な
っ
て
い
ま
す
。

依
存
財
源

　

56
億
３
４
８
４
万
円
で
、
歳
入
全
体

に
占
め
る
割
合
は
81
・
５
％
、
前
年
度

に
比
べ
て
15
億
８
０
２
３
万
円
（
40
・

０
％
）
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ

は
、
村
債
等
が
減
少
し
た
反
面
、
地
方

交
付
税
や
県
支
出
金
等
が
増
加
し
た

こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

歳
出

　

目
的
別
に
見
る
と
、
総
務
費
が

13
億
７
５
２
３
万
円
で
23
・
８
％
を
占

め
、
次
い
で
民
生
費
、
教
育
費
と
続
い

て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
性
質
別
に
見
る
と
、
義
務
的

経
費
（
人
件
費
・
扶
助
費
・
公
債
費
）
は

18
億
５
８
４
４
万
円
で
、
前
年
度
に
比

べ
２
億
５
２
５
万
円
（
12
・
４
％
）
の
増
と

な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
公
債
費
が
減

少
し
た
反
面
、
扶
助
費
と
人
件
費
が

増
加
し
た
た
め
で
す
。

　

一
方
、
投
資
的
経
費
は
７
億
１
９

４
８
万
円
で
、
う
ち
普
通
建
設
事

業
費
が
３
億
８
１
２
５
万
円
で
、
前

年
度
に
比
べ
７
億
７
６
９
５
万
円
（
△

67
・
１
％
）
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

経
常
収
支
比
率

　

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示
す
経
常

収
支
比
率
は
前
年
度
に
比
べ
て
０
・
３

ポ
イ
ン
ト
低
い
79
・
４
％
で
す
。
こ
れ

は
、
物
件
費
・
扶
助
費
等
が
大
き
く
増

加
し
た
も
の
の
、
公
債
費
も
大
き
く
減

決算

少
し
た
こ
と
に
よ
り
微
増
と
な
っ
た
た

め
で
す
。

村
債
現
在
高

　

平
成
23
年
度
末
の
現
在
高
は

47
億
５
２
４
７
万
円
で
、
前
年
度
に
比

べ
２
億
２
５
７
６
万
円
（
４
・
５
％
）
の
減

と
な
っ
て
い
ま
す
。

積
立
金
現
在
高

　

平
成
23
年
度
末
の
現
在
高
は

33
億
５
６
１
９
万
円
で
、
前
年
度
末
に

比
べ
９
億
６
６
７
１
万
円
の
増
と
な
っ
て

い
ま
す
。

平成23年度 決算


